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1）北翔大学教育文化学部教育学科 2）浜中町立霧多布小学校
抄 録
本研究は，釧路市内の特別支援学級を設置する小学校の特別支援教育コーディネーターが，
どのような役割と機能を果たしているのか，釧路市内の特別支援学級設置校（通級指導教室も
含む）へアンケート調査を実施し，検討・考察したものである。
釧路市内の小学校の特別支援学級設置校（通級指導教室を含む）25校にアンケート調査を実
施したところ，回収できた学校は14校であり，回収率は56．0％であった。
各小学校で特別支援教育コーディネーターの果たしている役割・機能については，各校によ
り異なるが，心理検査等の実施，専門機関・特別支援学校・各種団体組織との連携・協力，教
育相談や両親援助（親支援）が主であることがわかった。
ほとんどの小学校では，平均2名のコーディネーターが配置され，その内，特別支援学級に
は1名はコーディネーターが配置されており，教育相談の役割分担を決めて行う学校や，同一
業務としてお互い各学校間で補助・補完しあって業務を推進しており，コーディネーターの役
割は多岐にわたっていた。各学校によってコーディネーターの人数や所属している校務分掌組
織は異なるが，アンケート回答結果を分析すると，各小学校で同一の活動内容が多く，コー
ディネーター同士が連携・協力し合って，少ない人員の中でしっかりとその役割・機能を果た
していることが明らかになった。
キーワード：特別支援教育，特別支援教育コーディネーター，特別支援学級設置校（小学
校）， 釧路市
Ⅰ．「特別支援教育コーディネーター」について
1．研究の目的
この研究では，小学校の特別支援教育コーディネー
ターが，どのような役割・機能を果たしているのかを釧
路市内の特別支援学級設置校（小学校）を中心に探求し
たものである。特別支援教育コーディネーターに求めら
れる役割・機能は多岐にわたるが，学校の状況やコー
ディネーターの位置づけなどによって果たすべき役割は
様々である。しかし，どの場合にもコーディネーターが
個人で奮闘するにはコーディネーターの負担が大きくな
るので，学校全体で子供や担任に関わっていけるように
環境を整備することが大切である。
「特別支援教育の推進について」（文部科学省2008）4）
では，改正学校教育法が施行されるにあたって，小学
校，中学校，高等学校，中等教育学校または特別支援学
校において，校長のリーダーシップの下，全校的な支援
体制を確立し，発達障害を含む障害のある児童生徒の実
態把握や支援方策等の検討を行うため，校内に特別支援
教育に関する委員会を設置することとなっている。
特別支援教育コーディネーターは，各学校の校長に
よって指名され，校務分掌に明確に位置づけることが義
務付けられている。特別支援教育コーディネーターは，
各学校における特別支援教育の推進のため，主に校内委
員会・校内研修の企画・運営，関係諸機関との連絡・調
整，保護者からの相談窓口などの役割を担う。また，校
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長は，特別教育支援コーディネーターが，学校において
組織的に機能するよう努めることとなっている。
特別支援教育の推進のためには，特別支援教育コー
ディネーターだけではなく，各教員の特別支援教育に対
する専門性の向上も求められる。したがって，各学校
は，校内での研修を実施したり，教員を校外での研修に
参加させ，教員の専門性の向上に努めている。また，教
員は一定の研修を修了した後でも，より高い専門性を身
に付けるため，より高度な研修を受け，自ら最新の情報
を収集する等，専門性の向上に努めることが必要であ
る。
各学校の特別支援教育コーディネーターは，保護者や
関係機関に対する学校の窓口として，また，学校の内部
の関係者や医療・福祉等の関係諸機関との連絡・調整と
しての役割を担う者として位置づけられている。また，
対象の児童生徒の実態把握や保護者のニーズの把握を行
い，就学先決定の仕組に関する正確な情報提供や本人の
ニーズについて情報共有を行い，合意形成や就学時健診
などでの教育相談を行うという役割もある。
しかし，小・中学校では，教職員の配置や，施設・設
備の状況は必ずしも十分ではなく，各学校だけでの対応
には限界があり，地域の特別支援学校や医療・福祉等の
専門機関，各種団体・組織との連絡・調整にも困難性が
あると思われる。
本研究では，釧路市内の特別支援学級を有する各小学
校のコーディネーターが，特別支援学級においてどのよ
うな役割・機能を果しているのかの実態について，各学
校へのアンケート調査により分析を行い，検討・考察す
るものである。
2．「特別支援教育コーディネーター」とは
1）「特別支援教育コーディネーター」（以下「コーディ
ネーター」と略称）の位置づけ
「特別支援教育コーディネーター」は「今後の特別支
援教育の在り方について」（最終報告）の中で，学校内
及び関係機関や保護者との連絡・調整役としてのコー
ディネーター的な役割を担うものとして，次のように報
告している。（文部科学省2008，2012，2013）4）5）6）
○学校の校務として明確に位置づけること
○小・中学校又は盲・聾・養護学校において関係機
関との連携協力の体制整備を図ること
○盲・聾・養護学校のような特別支援学校としての
地域でのセンター的機能の役割を踏まえれば，関
係機関の連絡・調整を行うこと
▶特別支援教育コーディネーターとして求められる
資質・能力としては，
○交渉力や人間関係調整能力，協力関係を推進する
ための情報共有，情報収集等の連絡調整に関する
こと
○LD，ADHDなどの軽度発達障害を持つ子供の理
解，カウンセリングマインド等の特別な教育的
ニーズのある児童生徒や保護者の理解に関するこ
と
○教育課程や指導法，個別の指導計画，個別の教育
支援計画の作成に関すること等の障害のある児童
生徒など教育実践の充実に関すること
が求められている。
校務分掌上の位置づけについては，各学校のコーディ
ネーターが担う役割や校務分掌組織によって異なってい
る。例えば，校内委員会の役割に位置づける場合は，既
存の生活指導部や教育相談部に位置づける場合や，独立
した校務分掌に位置づける場合等がある。各学校の実情
によって様々な場合が考えられるが，各学校長の判断
で，最も実情に即して位置づけされることが望ましい。
また，コーディネーターの他にもコーディネーターに位
置づけられる者（例えば進路指導等）もいるが，コー
ディネーターと役割が重複する場合も考えられることか
ら，相互間の連携が重要である。学校の実態によって
は，双方の役割を担うコーディネーターの指名も考えら
れる。
2）小・中学校で求められる「特別支援教育コーディ
ネーター」の役割・機能
小・中学校において，コーディネーターが求められる
役割としては，主に次のように報告している。
○校内の教員の相談窓口
○校内外での関係者との連絡・調整
○地域の関係機関とのネットワーク作り
○保護者の相談窓口 ○教育的な支援
○その他，個別の教育支援計画の策定や実態把握の
ための心理検査等の実施，教育相談等
があげられる（香川・大内2012）1）。
Ａ 校内の教員の相談窓口について
教員の相談窓口として求められる役割は，学級担任等
や，児童生徒に関わっている教員の悩みを聞き，悩みの
内容について，児童生徒と教員をめぐる状況を的確に把
握・整理することである。そのためには，まず困ってい
る教員から話を聞こうとする傾聴態度が求められ，話の
内容とコーディネーターが持っている専門的な知識など
から評価・分析し，その後の対応を考えていく相談窓口
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となる必要がある。担任1人ではなく他の特別支援学級
の教員の話を聞いたり，校内委員会での検討を行うな
ど，複数の教員で支えていくことを目指すことが大切で
ある。
Ｂ 校内外での関係者との連絡・調整について
校内外での連絡・調整に求められる役割は，学校内外
の関係者とコンタクトを取ることである。そして情報を
収集し，支援のための知識や持っている能力を最大限
に，互いに引き出すことで，チームワークを形成する。
児童生徒の支援という目的のために，今まで児童生徒に
関わってきた職員（幼稚園教諭や保育士等）やこれから
の支援を考える上で求められる専門機関の職員（医療関
係者，特別支援学校のコーディネーター等）と連絡をと
り，校内外の関係者を繋ぐ連絡窓口としての機能が求め
られる。また。現在そして今後どのような支援をしてい
けば良いのかを，複数の教員や諸関係者との間で情報共
有や方針の共有を目指すことが必要である。
Ｃ 地域の関係機関とのネットワーク作りについて
連絡・調整によって顔見知りになった関係者同士が，
連絡を取り合えるようにコーディネーターは調整を行
い，ネットワークを作る必要がある。普段から連絡を取
り合える関係を作っておくことで，話したいと思った時
に連絡が取りやすくなる。面識のない人と連絡を取ろう
としても，連絡が取りづらいこともある。連絡を取る必
要がある時に連絡が取りづらい状況では，児童生徒への
支援が遅れてしまう可能性がある。学校の事情等で校外
に出にくい場合もあるが，地域の連絡会や研修等の様々
な機会を活用し，顔を繋ぐというコーディネーターの柔
軟性が，結果的に地域との連携やネットワークの構築に
繋がっていく。ネットワークでは，連絡先の住所・電話
等の個人情報保護に十分留意する必要がある。
Ｄ 保護者の相談窓口について
コーディネーターに求められる役割として，まず保護
者の相談の窓口になり，保護者の学校への要望や意見，
心配事等を聴くことである。保護者の要望や意見等は
様々で，中には学校では対応できない事案も含まれる
が，「できない」という姿勢ではなく，「まず考える」と
いった姿勢で保護者の話を聴くことが重要である。ま
た，保護者は，自身の児童生徒のことを一番理解してい
るので，保護者との協力関係を結ぶことができれば，児
童生徒の支援についてより深く考えることができる。さ
らに，保護者からの相談をコーディネーターだけではな
く，学級担任や校内委員会へ繋げることもできる。保護
者の相談の中には，今後の支援や学校そのものを変える
ものが含まれていることもあり，そうしたものを積み上
げていくこともコーディネーターの重要な役割でもあ
る。
E 教育的な支援について
担任が担う児童生徒への支援の仕方や指導方法を検討
したり，研修会を開催することもコーディネーターとし
ての役割の一つである。医療や福祉制度，特別支援教育
の援助が必要な児童生徒に関する知識，個別の教育支援
計画，個別の指導計画の知識等を十分理解していると，
担任や保護者からの相談内容に余裕を持って対応するこ
とができる。また，特別支援教育に関連する様々な知識
を持っていることで，コーディネーターとしての自信に
繋がり，活動がしやすくなる。一方で，校内研修などの
教育的な支援をコーディネーターだけで行おうとするこ
とは大変なことで，その際には，管理職や校内委員会へ
協力を要請する。
両親援助は，就学前の教育相談やカウンセリング等の
保護者や家庭への支援といった部分が大きく，例えば，
親の様々なストレスへのカウンセリング，良好な母子関
係の確立と養育環境の整備に関する支援，障害の理解・
受容を促すための支援，障害に関する支援と医療・保
健・福祉情報の提供，障害に基づく種々の困難の改善・
克服を目指した支援，特別支援教育の理解・認識を促す
ための支援等がある。
3）特別支援学校における「特別支援教育コーディネー
ター」の役割・機能
特別支援学校のコーディネーターの役割・機能は，専
門性の高い教員や障害に対応した施設・設備等が充実し
ているため，教育・指導上の活動の多くが，学校内での
工夫の上で実施される。医療的ケアの必要な児童生徒へ
の対応のためには，医療機関や福祉機関との連携・協力
や，学校外の専門家の指導・助言を受けるなど，児童生
徒のニーズに対応した教育を展開していくための柔軟な
体制つくりが大切である。また，地域の実態や家庭の要
請等により，障害のある児童生徒又は保護者に対して教
育相談を行うなど，各学校の教員の専門性や施設・設備
を活かした，地域における特別支援教育に関するセン
ター的役割を果たすよう努める必要がある。
特別支援学校のコーディネーターは，地域における特
別支援教育に関するセンター的機能を担っている。具体
例として，保育所の保育士や幼稚園・小・中学校等の教
員への支援，特別支援教育等に関する相談・情報提供，
障害を抱える児童生徒への支援，福祉・医療・労働関係
機関等との連絡・調整，小・中学校等の教員に対する研
修協力，障害のある児童生徒等への施設・設備等の提供
などがある（国立特別支援教育総合研究所2006）2）。
小・中学校では，障害のある児童生徒への施設・設備
等が不十分であったり，教員の専門性が高くない場合も
ある。小・中学校では対応に限界があり，特別支援学校
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のコーディネーターから情報提供や助言を受けたり，施
設・設備を提供して貰う場合がある。また，特別支援学
校のコーディネーターと小・中学校のコーディネーター
が情報提供や共有化を行い，児童生徒への対応の仕方や
個別の教育支援計画の策定，個別の指導計画の作成を行
い，保護者への相談対応を行う。
Ⅱ．北海道の特別支援教育について
1．北海道の特別支援教育推進体制について
1）北海道の特別支援教育の概要
北海道の特別支援教育に対する基本的な考えとして，
「障害のある幼児児童生徒が，能力や可能性を伸ばし，
自立や社会参加が図られるよう，一人一人の教育的ニー
ズに応じた専門性の高い教育の推進」「できる限り身近
な地域において，障害のある幼児児童生徒一人一人の教
育的ニーズに応じた指導や支援が受けられる体制を整備
し，心豊かに，たくましく育つよう，きめ細やかな教育
を推進する」というものである。北海道の重点的な施策
としては，「一貫した支援を目指した特別支援教育の推
進」「幼稚園，小・中学校，高等学校等における特別支
援教育の推進」「特別支援学校における特別支援教育の
充実」「高い専門性に基づく特別支援教育の推進」等が
ある。
北海道の特別支援学校は，道立校61，国立校1，市立
校4の合計66校（平成28年4月現在）が設置されてお
り，遠方から通学する児童生徒のために寄宿舎も設置さ
れている。また，スクールバスを運行する等の児童生徒
の通学確保にも努めている。障害の状態によって，通学
が困難な児童生徒のために訪問教育も実施している。障
害のある児童生徒への教育の特色は，少人数の学級で一
人一人の障害の状態及び発達の段階や特性に応じて，よ
り良い環境の下で教育を行い，児童生徒の可能性を最大
限伸ばせるように教育的ニーズに応じた専門性の高い教
育を推進している。
小・中学校では，弱視，難聴，知的障害，肢体不自
由，病弱・身体虚弱，自閉症・情緒障害のある児童生徒
を対象とした特別支援学級が設置されているほか，必要
に応じて「通級による指導」も行われている。また，特
別支援学校や特別支援学級では，児童生徒の経験を広
め，積極的な態度を養い，社会性や豊かな人間性を育む
ために，小・中学校の児童生徒や地域の人々との交流及
び共同学習を行っている。
北海道では，平成23年度（2011）に各事業を推進する
に当たり，関係者で構成された「広域特別支援連携協議
会」を設置すると共に，道内14教育局に特別支援教育を
推進するための「特別支援連携協議会」を設置した。道
内14教育局においては，「専門家チーム会議」及び「巡
回相談」「パートナーティーチャー派遣事業」をとおし
て，幼稚園，小・中学校，高等学校等への支援を行って
いる。
グランドモデル指定地域には，調査当時，空知管内の
二市四町が指定され，相談支援ファイルの作成・活用を
とおして，各関係機関が連携した乳幼児期から成人期に
至るまでの一貫した支援に取り組んでいる。また，幼稚
園，高等学校における支援体制を推進するための研究会
の実施，交流及び共同学習の推進と充実を図るための理
解啓発用リーフレットの作成及びWebによる情報公開
を計画・実施した。
各事業の成果として，「広域特別支援連携協議会」は
「発達支援推進協議会（道知事部局）」との合同開催を
行い，道内の「特別支援連携協議会」は，それぞれ年2
回開催したり，小・中学校等の支援体制の推進と市町村
教育委員会における連携協議会と連携を図った取り組み
を行うようになった。専門家チーム会議及び巡回相談
は，市町村教育委員会及び市町村の特別支援連携協議会
等と連携を図り，発達障害を含む障害の有無に係わる判
断，望ましい教育的対応に関する指導・助言，個別の教
育支援計画の策定及び個別の指導計画の作成に向けた指
導・助言を行うことができた。
グランドモデル指定地域の取り組みでは，「教育相談
引継シート」の作成・活用や就学指導コーディネーター
を配置する等の就学指導の充実や，研修を通して教職員
の専門性の向上，講演会など地域や保護者を含めた特別
支援教育の理解・啓発活動を行う等，支援体制の強化を
図ることができた。高等学校，幼稚園それぞれの教職員
を対象に，研修会を実施し，高等学校の教職員には高等
学校における発達障害支援モデル事業報告や支援の実際
についての協議を中心とした研修会，幼稚園の教職員に
は支援の実際や発達の理解についての講義，個別の指導
計画の作成に係る演習を中心とした研修会を実施し，全
道各地から，特に高等学校や義務教育校以外の幼稚園か
ら多くの参加があった。
2）釧路管内の特別支援教育の概要
釧路管内の特別支援教育の概要については，図1・
23）のとおりであり，現状として，これまでの特別支援
教育コーディネーターの配置などの校内体制を整備する
とともに，家庭との連携を図りながら，特別支援学校等
の専門性を活用したり，個々の子どもの教育的ニーズに
応じてきめ細かな指導を推進している。今後の取り組み
として，幼児期からの一貫した指導を行うための連携や
交流及び共同学習の推進，教員の専門性の向上等の課題
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等が見られる。更に，年間を通して各学校間の連携や自
立と社会参加を促す指導，特別支援教育に関連する専門
性を高める研修等を充実させる必要があり，それらの発
展・充実に期待したい。
2．釧路市の特別支援教育推進体制について
平成19年に「特別支援教育」が学校教育法に位置づけ
られ，すべての学校において，障害のある幼児児童生徒
の支援をさらに充実していくこととなった。
地域の専門機関や特別支援学校と連携を行うことに
よって，児童生徒の実態把握を行い，個人の教育的ニー
ズに対応した個別の教育支援計画を策定し，個別の指導
計画案を作成して，教育活動を進めてきている。また，
特別支援学校や各種機関が開催する研修会に参加するこ
とで，教員の専門性を高める等の事業を行い，特別支援
教育の推進に努めている。また，道教委の「パートナー
ティーチャー派遣事業」を利用することで，効果的な支
援指導について意見・助言を受けることができる。
平成16年より，「釧根地区特別支援教育ネットワーク
協議会（くろーばーねっとわーく）」が設立され，年間
3回の協議会を開催しており，活動計画の作成，実態・
評価に関すること等の協議を行っている。この協議会に
は，各校の管理職やコーディネーターが参加し，全体会
や各部会にわかれて，「特別支援教育パートナーティー
チャー派遣事業」に係る連絡・調整を行い，各校やネッ
トワークが行う研修会について情報交換を行っている。
釧路市には，北海道釧路養護学校と北海道釧路鶴野支
援学校の2校の特別支援学校があり，釧根地域として他
に釧路管内の北海道白糠養護学校と根室管内の北海道中
標津高等養護学校がある。それぞれの特別支援学校が各
学校と連携し，センター的機能を発揮することで特別支
援教育の推進がなされてきている。
Ⅲ．アンケート調査の結果と考察
1．アンケート調査
1）アンケート調査の実施
釧路市内の特別支援学級を設置している小学校を対象
に，アンケート調査を実施した。
釧路市内の小学校の特別支援学級設置校は，25校（平
成28年5月1日現在）である。
調査内容は，Ⅰ特別支援学級（通級指導教室を含む）
学級数と児童数，Ⅱコーディネーターを含む校務分掌の
位置づけ，Ⅲコーディネーターの配置数，Ⅳ心理検査等
の整備状況，Ⅴ教育相談の実施状況，Ⅵコーディネー
ターの役割分担，Ⅶ地域との連携，Ⅷ両親援助（保護者
図1 釧路管内教育推進計画（平成25～29年度）3）全体構造図
＜抜粋＞
図2 釧路管内の特別支援教育の現状・課題・方向性3）
＜抜粋＞
北方圏学術情報センター年報 Vol.9
－61－
支援・家庭支援）に関する項目を中心に調査を行った。
2）調査期間と方法
実施期間は，平成28年10月14日～10月28日，平成28年
12月12日～12月22日で，郵送による悉皆調査を行い，未
回収校にはメールによる配信依頼を行って調査回答を得
た。
3）アンケート調査の結果と考察
特別支援学級設置校は，対象校25校の内，14校から回
収し，回収率は56．0％であった。
Ａ 特別支援学級（通級指導教室を含む）の学級数と
在籍児童数（平成28年5月1日現在）
回答校14校で設置されている特別支援学級（N＝63学
級，通級指導教室も含む）の種別は，図3のとおりであ
る。
すなわち，弱視学級0学級（0％），難聴・言語障害
学級1学級（1．6％），知的障害学級16学級（25．4％），
肢体不自由学級3学級（4．8％），病弱学級6学級
（9．5％），自閉症・情緒障害学級24学級（38．1％），通
級指導教室13学級（20．6％）であった。
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図3 小学校の特別支援学級の種別構成（通級指導教室を含む）
小学校では，自閉症・情緒障害学級が多く設置されて
おり，近年の発達障害児の増加に伴っているものと考え
られる。次に多い学級としては，知的障害学級，通級指
導教室，肢体不自由学級，病弱・身体虚弱学級（以下
「病弱学級」と略）の順であった。
通級指導教室については，保護者の教育的ニーズの多
様性や障害に対する理解・受容の考え方等から，通常学
級から通級制度を利用する児童が多いことが伺える。病
弱学級は，特に児童の病気療育の観点から，市内の医療
機関との連携・協力により入学しているものと思われ
る。
肢体不自由学級は，病弱学級と同様に医療機関と連
携・協力しながら，医療的ケアも含めて，作業療法士や
理学療法士との連携を図りながら療育に努めていると考
えられる。
なお，難聴・言語障害学級は，1学級と極めて少ないこ
とから，軽度の聴覚・言語障害を主として在籍してお
り，中・重度の障害児は，釧路鶴野支援学校（旧釧路聾
学校との統廃合による新設校）の聴覚障害教育部門と
いった特別支援学校に入学していることが考えられる。
釧路市内の小学校で受け入れられている障害をもつ児
童は，自閉症・情緒障害の児童数が最も多く，障害の程
度によるが，比較的障害の軽い児童の多くが入学してい
る傾向が伺える。一方，地域的には釧路養護学校等の特
別支援学校が設置されているため，比較的障害の重い児
童は，養護学校へ就学しているものと思われる。
特別支援学級（通級指導教室を含む）の種別ごとの在
籍児童数は，図4に示すとおりである。
すなわち，通級指導教室が114人（37．0％）で最も多
く，自閉症・情緒障害学級が113人（36．7％），知的障害
学級が67人（21．8％），病弱学級が9人（2．9％），肢体
不自由学級が4人（1．3％），難聴・言語障害学級が1人
（0．3％）であった。
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図4 通級指導教室，特別支援学級の在籍児童数（重複障害含む）
アンケートの回答から，通級指導教室の児童の障害種
は，ほぼ全てがLDやADHD，自閉症スペクトラム障害
の発達障害であった。
すなわち，「通級制度」は，日常の学習では，通常学
級に在籍する児童であり，自立活動を中心として各教科
の補助指導を行うのが『通級による指導の場』（通称：
通級指導教室）であることから，通級指導教室の治療的
アプローチとしての役割と機能への期待と活用度の高さ
が反映しているものと推察される。
自閉症・情緒障害学級に在籍する児童は，各学校に平
均して約8名余が在籍していると思われ，その多くは，
発達障害の児童であると考えられる。また，その学級の
児童の中には，知的障害等を併せ有する重複障害の児童
が含まれている可能性もあり，逆に知的障害学級にも自
閉症スペクトラム障害を併せ持つ重複障害が含まれてい
ることも予想される。しかし，重複障害に関する詳細な
調査はできなかったため，障害の種類や程度等について
は，推測の域を出ない。
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Ｂ コーディネーターの校務分掌の位置づけについて
アンケートの回答から，独立した校務分掌を持ってい
ると回答した小学校は4校（30．8％）で，独立した校務
分掌をもっていないと回答した小学校は9校（69．2％），
未回答が1校であり，独立した校務分掌組織をもたない
学校が約7割を占めていた。
独立した校務分掌としては，「子ども支援部」「特別支
援部」という名称であり，従来の校務分掌から新設され
たものであった。一方，独立した校務分掌をもっていな
い小学校では，「教務部」，「研修部」，「主幹部」（主幹教
諭の配置に伴うもの）といった従来の校務分掌に所属し
ていた。校務分掌に所属している構成人数としては，最
大で12名という小学校があったが，大半の学校では2～
4名で構成されており，学校規模にそれぞれ対応した所
属構成となっていた。
Ｃ コーディネーターの配置人数について
各小学校のコーディネーターの指名されている人数
は，表1のとおりである。
表1 各小学校のコーディネーターの人数
釧路市内の各小学校のコーディネーターの人数（N＝14校）
Ａ小学校 2名 Ｈ小学校 2名
Ｂ小学校 2名 Ｉ小学校 2名
Ｃ小学校 2名 Ｊ小学校 2名
Ｄ小学校 2名 Ｋ小学校 2名
Ｅ小学校 1名 Ｌ小学校 2名
Ｆ小学校 2名 Ｍ小学校 3名
Ｇ小学校 2名 Ｎ小学校 1名
計 27名
各小学校で指名されているコーディネーターは1～3
名であり，全体平均で2名が指名されていた。アンケー
トの回答から，学級数や担当教員数の構成比は異なる
が，通常学級から必ず1人は指名されている学校が多い
結果であり，特別支援教育に対する校内の幅広い人材登
用を図っていることが伺える。
Ｄ 心理検査等について
ア 知能検査（複数回答含む）
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図4 各小学校で使用されている知能検査
各小学校で使用されている知能検査については，図4
のとおりであり，知能検査を使用していないと回答した
学校が4校（22．2％）あった。
実施校では，知能検査が13校（72．2％）で全体の7割
を占めており，その内容としてはWISC－Ⅳが9校
（50．0％），田中ビネー知能検査が2校（11．2％），WISC
－Ⅲ，鈴木ビネー知能検査，その他心理検査等が各1校
（5．6％）の順であった。WPPSIとWAIS－Ⅲは使用さ
れていなかった。学校で使用されている知能検査は，基
本的に1種だけの学校がほとんどであり，例外として小
学校の2校で複数の知能検査を使用している学校があっ
た。
小学校で実施されている知能検査の内，最も多く使用
されている知能検査はWISC－Ⅳであり，それを使用し
ている小学校は，9校（50．0％）であった。WISC－Ⅳ
は，5歳0ヶ月～16歳11ヶ月の児童生徒を対象とした世
界で広く使用されている代表的な知能検査であり，利点
として，子供の知的発達を多面的に把握できることであ
る。検査結果から，より詳しい情報を得ることができ，
また，マニュアルには様々なディスクレパンシー比較の
ための表も記載され，個人内差の詳細な分析ができるよ
うになっている。既存の他の検査との高い相関が認めら
れている。マニュアルと記録用紙には，正確な実施と採
点のための工夫が施されており，記録しやすい等の利点
がある。
イ 発達検査（複数回答含む）
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図5 各小学校で使用されている発達検査の種類
各小学校で使用されている発達検査の種別について
は，図5に示したとおりである。
すなわち，小学校で使用している発達検査は「ない」
と回答した学校が10校（62．4％）と約6割に達してお
り，発達検査が未整備の状況であった。「使用してい
る」と回答した学校は4校（25．0％）で，全体の1／4
にとどまっていた。新版K式検査は，4校（25．0％）で使
用されており，遠城寺式・乳幼児分析的発達検査が1校
（6．3％），乳幼児発達スケールが1校（6．3％），日本版
テンバー式発達スクリーニング検査，津守乳幼児精神発
達診断検査，ポーテージ式乳幼児の発達検査について
は，全く使用されていなかった。
新版K式検査が使用されていた学校では，これ以外に
も遠城寺式・乳幼児分析的発達検査とKIDS乳幼児発達
スケールの複数の発達検査を併用していた学校もあっ
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た。
新版K式発達検査は，乳幼児や児童の発達の状態を精
神活動の諸活動にわたってとらえることができるように
作成されている。発達の精密な検査を行い，精神発達の
様々な側面について，全般的な発達や遅れ，バランスの
偏り等発達の全体像をとらえるための検査である。この
検査では「姿勢・運動」，「認知・適応」，「言語・社会」
の3領域について評価し，3歳以上では「認知・適応」
面，「言語・社会」面に検査の重点をおき，検査の適用
年齢は，生後100日頃～満12～13歳頃までと考えられて
おり，適応年齢が幅広いのが特徴である。発達検査を使
用している学校では，新版K式発達検査を使用すること
で，特別支援学級に在籍する児童の発達の様子を多面的
にとらえ，実態把握等を行っていると考えられる。ま
た，複数の発達検査を併用することにより，それぞれの
検査の特徴を生かした活用を工夫していることが伺え
る。
ウ 言語検査（複数回答含む）
言語検査に関しては，小学校14校の全ての学校が「使
用していない」または「未回答」という結果であった。
内容としては，絵画語い発達検査（改訂版），ことばの
テストえほん，ITPA言語学習能力診断検査のどの検査
を使用しているかを調査したが，言語検査が活用されて
いない実態が明らかになった。今後，言語検査の利用・
普及が望まれる。
エ その他の検査（複数回答含む）
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図6 その他の使用されている検査の種類
その他の検査の実施結果を示したものが図6である。
すなわち，「なし」が10校（71．4％），「未回答」が2校
（14．3％）であり，全体の7割が使用されていないこと
が明らかになった。
使用している学校では，S－M社会生活能力検査が1
校（7．1％），その他に使用している検査としてWAVES
が1校（7．1％）があった。なお，フロスティック視知
覚発達検査，自閉症児行動評定表（CLAC）は使用され
ていなかった。
S－M社会生活能力検査は，社会生活能力の測定を通
して，子供の社会生活に必要な基本的な生活能力の発達
を明らかにすることを目的とした検査で，適用年齢は1
歳～13歳（生活能力遅滞者では年齢以上でも可能）であ
る。社会生活能力を測定するために，日常生活の中で容
易に観察ができ，それぞれの発達段階の社会生活能力を
代表する130の生活行動項目で構成されている。項目は
大体発達順序にそって配列されているが，個人差がある
ため厳密に難易度に準じて並んでいるわけではない。社
会生活の構成領域は，それぞれ「身辺自立」，「移動」，
「作業」，「意思交換」，「集団参加」，「自己統制」の6領
域から成っている。
注目されることは，WAVES検査を使用している学校
が1校あったことである。WAVESは，「ウェーブス視
知覚発達検査」であり，日本で作成された視知覚発達検
査で，視知覚だけではなく，目と手の協応運動や視知覚
との関連など総合的な検査が可能である。検査は，マ
ニュアルどおりに行えば，専門知識を持っていなくても
できるように工夫がされている。評価が低かった場合
は，ドリルによってトレーニングを行い，改善を図って
いくことが可能である。
調査結果により，全ての種別の心理検査を使用してい
る小学校は少ないのが現状である。
その理由として，教育予算の問題が考えられる。各学
校によって特別支援学級に配分される予算は異なるが，
心理検査は高価なものが多く，購入できない学校がある
と考えられる。他の理由としては，現在の心理検査を実
施するためには資格が必要な検査もあり，資格を取得し
ている教員がいないために検査を整備できない事情もあ
ると考えられる。そのため，市教委では，検査用具の貸
し出しや各学校からの検査依頼へ対応などを行い，検査
実施上の配慮がなされているとのことである。
「全ての種別の検査を使用していない」と回答した学
校も何校かあったが，それらの学校は，学校に心理検査
を整備しているのではなく，必要に応じて教育委員会や
養護学校，専門機関等に依頼している学校もあり，心理
検査を実施していない学校は実質的には無いものと考え
られる。
オ 教育相談について
各小学校で行われている教育相談やケース会議の有無
について，調査を行った。
教育相談については，各小学校で年間教育相談件数と
相談者の年齢層についての調査を実施した。各小学校の
年間教育相談件数は異なるが，相談件数はおよそ9件～
25件程度の教育相談があると回答していた。アンケート
調査を実施した時点では，未だ年度途中のため，昨年度
の相談件数から大体の予測を立てて回答してくれた小学
校があったが，ほとんど未回答が多かった。相談者の年
齢層は，全ての小学校で乳幼児から中学生までを選択肢
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として聴取したが，回答校の全ての学校で小学生のみが
相談者となっていた。
ケース会議については，「ケース会議を行っている
か」，「相談終了後に担当者の会議を行っているか」，「全
体会議を行っているか」，会議の開催頻度について調査
を行った。
その結果，「ケース会議を行っている」と回答した学
校は10校で，「行っていない」と回答した学校は3校，
未回答が1校であった。すなわち，7割以上の学校で
ケース会議を開催していることがわかった。ケース会議
が行なわれていない学校は，教育相談件数が少ない傾向
にあった。更に，「ケース会議を行っている」と回答し
た場合の設問として，相談終了後に担当者同士の会議を
行っているかを調査したところ，「行っている」と回答
があった小学校は10校の内8校であり，ほとんどの学校
で担当者間の情報交換・共有化が図られていた。
「全体会議を行っている」と回答した学校は8校であ
り，「行っていない」と回答した学校が5校，未回答が
1校であった。「全体会議を行っている」と回答した学
校への設問として，全体会議が行われる頻度について調
査をしたところ，開催されている頻度は異なるが，月に
1回程度行う学校が2校，前期・後期に各1回程度行う
学校が2校，月に2回以上行う学校が1校という回答で
あった。その他の選択肢を選んだ学校が3校あり，「年
間に3回程度行っている」学校や，「年間5回行ってい
る」学校，「教育相談ごとに行っている」と回答した学
校があった。
カ コーディネーターの役割分担について
教育相談時のコーディネーターの役割分担について
は，各小学校で教育相談を行うコーディネーターは平均
して2名であり，学校によってコーディネーターの人数
は異なるが，指名されているコーディネーター全員で教
育相談にあたっていると考えられる。役割分担について
も，各学校でその内容は異なるが，ある小学校では，
「一人が保護者との面談を行い，もう一人がプレールー
ム等の施設・設備で児童の相手をする」といった回答
や，「同一業務を二人で支えあって行っている」と回答
した学校もあった。
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図7 校内におけるコーディネーターの役割
（未回答校除く，複数回答）
校内におけるコーディネーターの役割については，校
内委員会の連絡・調整，学級担任への相談窓口，特別支
援教育に関する理解・啓発，校内の特別支援教育の推進
体制の整備個別の教育支援計画の策定，その他（自由記
述）の選択肢から複数回答で調査を行った。
その結果については，図7に示したとおりである（た
だし，未回答の学校が1校あった）。
すなわち，ほとんど全ての学校で学級担任への相談窓
口の機能が発揮されている。校内委員会の連絡・調整は
12校（22．2％），特別支援教育に対する理解・啓発，特
別支援教育推進体制の整備が各10校（18．5％），個別の
教育支援計画の策定が8校（14．8％），その他が1校
（1．9％）であった。「その他」については，心理検査等
の実施が記述されていた。
対外的な役割については，未回答が1校あったが，小
学校で外部機関との連絡・調整は全ての学校（13校）で
行われており，また，保護者との連携窓口が11校となっ
ており，多くの学校でその役割を果たしていることが伺
える。更に，外部機関との連絡・調整を行うことで，教
育相談に対する助言や意見を求めることができていると
も考えられる。
校内への支援については，①関係諸機関との連携の窓
口，②支援ネットワーク会議への参加，③実態把握のた
めの心理検査の実施，④校内委員会の設置⑤その他の5
つの選択肢を設定し，調査を行った。
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図8 校内への支援について
校内への支援については，図8に示したとおりであ
る。すなわち，関係諸機関との連携の窓口と校内委員会
の設置が各12校（34．3％）で行われている。校内委員会
を設置することで，校外の関係諸機関との連携をスムー
ズに進めることができる。支援ネットワーク会議への参
加は6校（17．1％）で，支援ネットワーク会議へ参加す
ることで，特別支援教育推進体制の整備・充実を図るこ
とができる。実態把握のための心理検査の実施は5校
（14．3％）であった。
校外への支援については，①教材・教具に関する支
援，②各種研究会への協力，③学校見学会の開催，④そ
の他の4つの選択肢を設定し調査を行った。
校外への支援については，「未回答」が4校あった
が，教材・教具の研究が4校，「各種研究会への協力」
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が6校，「学校見学会の開催」が1校，その他の取り組
みが3校であった。その他の取り組みとしては，「中学
校との情報共有」「コーディネーター同士の交流」が行
われている。情報共有や交流を行うことで，望ましい支
援や効果的な指導を行うことができると考えられる。
Ｇ 地域との連携について
各小学校で行っている専門機関，地域の特別支援学
校，各種団体・組織との連携について，それぞれの機関
の名称とどのような連携を各小学校が行っているかを調
査した。
ア 専門機関との連携について
表2 各小学校が連携している専門機関の種類と件数
（未回答校を除く，複数回答含む）
専門機関の種別（N＝12） 件数
教 育 委 員 会 4
発 達 支 援 セ ン タ ー 4
放 課 後 デ イ サ ー ビ ス 3
医 療 ・ 福 祉 機 関 5
児 童 相 談 所 2
ス ク ー ル ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー 1
ス ク ー ル カ ウ ン セ ラ ー 1
子 ど も 支 援 課 1
計 21
各小学校への調査を行った結果，14校の内，12校
（85．7％）が「専門機関との連携を行っている」と回答
した。「専門機関との連携を行っていない」と回答した
学校は2校あったが，教育委員会を窓口として連携を
行っており，「単独での取り組みはない」と回答してい
た。
多くの小学校が連携している専門機関として，上記の
8つの専門機関と連携していることが明らかになった。
全21件 中 の 内 訳 と し て，医 療・福 祉 機 関 が5件
（23．8％），教育委員会や発達支援センターがそれぞれ4
件（各19．0％），放課後デイサービスが3件（14．3％），
児童相談所が2件（9．5％），スクールソーシャルワー
カー（SSW），スクールカウンセラー，子供支援課が各
1件（各4．8％）ずつであった。
すなわち，それぞれの機関との連携の内容は，一部重
複している部分もあるが，医療機関では主治医からの助
言・指導，相談・支援のための情報共有，診察やカウン
セリング，担当者とコーディネーターの連絡・調整等が
推察される。
教育委員会からは，相談・支援のための施策について
の情報の共有化，望ましい教育的対応や指導方法・内容
等の指導・助言，学校の支援体制の助言・指導，保護者
や児童等への説明，発達検査の実施等が挙げられる。発
達支援センターからは，相談員の派遣・相談，情報共有
等が考えられ，放課後デイサービスからは，支援のため
の情報共有等が主に予想される。情報の共有は，全ての
専門機関と行われており，地域と連携して児童の指導や
支援の方法を検討している姿勢が伺える。
イ 特別支援学校との連携について
「地域の特別支援学校と連携を行っている」と回答
した小学校は，14校の内12校（85．7％）であり，8割以
上の学校が連携を行っていった。
なお，釧路管内の特別支援学校は，北海道釧路養護学
校，北海道鶴野特別支援学校，北海道白糠養護学校の3
校が設置されている。
表3 各小学校が連携している特別支援学校（複数回答含む）
連携している特別支援学校（N＝10） 件数
北 海 道 釧 路 養 護 学 校 9
北 海 道 鶴 野 特 別 支 援 学 校 1
北 海 道 白 糠 養 護 学 校 2
連 携 を し て い な い 4
計 16
「連携をしている」と回答した10校の内，「北海道釧
路養護学校と連携を行っている」と回答した学校は9校
（56．3％），「北海道鶴野特別支援学校と連携している」
学校が1校（6．3％），「北海道白糠養護学校と連携して
いる」と回答した学校が2校（12．4％）であり，「連携し
ていない」は4校（25．0％）であった。その中で，北海
道釧路養護学校と北海道白糠養護学校，北海道釧路養護
学校と北海道鶴野特別支援学校というように，複数の特
別支援学校と連携している学校もあった。連携の具体的
な内容としては，パートナーティーチャーの派遣，望ま
しい教育的対応や指導内容・方法の意見交換，学校の支
援体制への助言・指導，教育相談，研修会等への参加が
挙げられる。パートナーティーチャー派遣モデル事業協
力校である釧路養護学校や白糠養護学校と連携を図って
いる学校では，年に数回パートナーティーチャーの派遣
を依頼している学校もあった。
各学校では，校内支援体制の充実や質の高い個別の支
援方法について，特別支援学校へ要望や課題解決などを
数多く寄せている。釧路市内の小学校では，特別支援教
育の推進に取り組んできているが，必ずしも十分である
とは言えない状況である。パートナーティーチャーの派
遣や望ましい教育的対応や指導方法・内容の意見交換，
校内支援体制への助言・指導，研修会等への参加を行っ
ていることを考えると，更に，特別支援教育の発展・充
実に力を入れることが求められていると思われる。
ウ 各種団体・組織との連携
専門機関や特別支援学校の他にも，地域の団体・組織
との連携を行うことがある。例えば，福祉事業所や放課
後デイサービス，特別支援教育研究会と回答した小学校
もあった。
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それらの回答結果から，14校の内4校（28．6％）が
「各種団体・組織と連携している」と回答し，連携して
いる組織・団体としては，福祉事業所，放課後デイサー
ビス，特別支援教育研究会，基幹相談支援センター等が
挙げられていた。（前述の専門機関との連携でも放課後
デイサービスはあげられていたが，ここでは利用と区別
して取り扱う。）
連携の内容としては，情報共有，効果的な支援につい
ての相談，行事への参加，各種支援への手立て，手立て
の確認等の連携・協力を行っている。児童の家庭環境等
の情報共有を図り，指導や支援を効果的にすることがで
きると考えられる。
Ｈ 両親援助（保護者支援・家庭支援）について
各小学校で行っている両親援助（保護者・家庭支援）
について，9つの支援・援助の2項目を設けて，両親援助
についてのアンケート調査を行った。その中で，最も多
く実施しているもの上位3つを選択してもらった。
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図9 各小学校の両親援助について
各学校の両親援助については，図9に示すとおりであ
る。すなわち，「障害に基づく種々の困難の改善・克服
を目指した支援」が最も多く，10校（25．0％）で選択上
位クラスの1位であり，2位は，「特別支援教育の理
解・認識を促すための支援」で，9校（22．5％），3位が
「親の様々なストレスに対応したカウンセリング等の支
援」で，7校（17．5％）で行われていた。
調査の結果から，障害に基づく種々の困難の改善・克
服を目指した支援が多かった半面，逆に，「障害をもっ
た乳幼児の育児や発達に関する支援」は皆無であった。
このことは，全ての小学校で教育相談の年齢層が小学生
に限定されていたこと，就学前の乳幼児の相談や支援
ケースが無いことがその要因と考えられる。しかし，神
戸市などでは，通級指導教室を活用した就学前の特別支
援教育の実践（2017）7）が報告されており，今後，このよ
うな地域の教育資源の有効活用にも期待したい。
3）調査結果のまとめ
調査結果をまとめると，各小学校でコーディネーター
の特別支援学級に対して果たしている役割・機能につい
ては，各小学校で異なるが，心理検査等の実施，専門機
関・特別支援学校・各種団体組織との連携・協力，教育
相談や両親援助が主であることがわかった。例外とし
て，ある小学校では，通常や特別支援学級に関係なく
コーディネーターが活動しており，特別支援学級より
も，通常の学級の方が教育相談等が多いという学校が
あった。他にも小学校独自で行っている取り組みもある
など，学校によって活動は様々である。
心理検査では，多くの小学校で知能検査が行われてい
る。発達検査や言語検査を行っている小学校は少なく，
知能検査を実施している小学校10校に比べて発達検査を
行っている小学校は5校，言語検査を行っている小学校
は皆無であった。各小学校で異なるが，自閉症・情緒障
害学級や通級指導教室で，自閉症やADHD等の発達障
害や知的障害の疑いのある児童生徒が多いことが予測さ
れることから，知能検査に重点を置いている小学校が多
いと考えられる。また，検査を実施するための資格の問
題もあるので，知的検査を小学校で行いその他の発達検
査や言語検査は市教委に依頼している小学校もあると思
われる。
地域との連携においては，情報共有を図っている小学
校がほとんどで，専門機関，特別支援学校等と情報共有
を行い，有効な支援・指導を検討すると共に，小学校だ
けでは不十分になりがちな特別支援教育の推進ができて
いる。また，「パートナーティーチャー派遣事業」を利
用することで，特別支援教育に関する専門性を高めるこ
とができる。連携を行っている専門機関として多かった
のは，医療・福祉機関であり，どちらかといえば医療機
関との連携を行っている小学校が多く，主治医からの助
言や指導，診察及びカウンセリングを依頼することで，
児童の実態把握がしやすくなっていると考えられる。
両親援助に関しては，障害に基づく種々の困難の克
服・改善，特別支援教育の理解・認識を促す，親の様々
なストレスに対応したカウンセリング等の支援が多く，
多くの学校で主たる3つの両親援助の調査項目中に，必
ず1つは選択されていた。各小学校では，障害をもつ児
童のいる家庭に対しての支援を優先していると考えられ
る。
釧路市の特別支援学級設置校全体での特別支援教育
コーディネーターが果たしている役割・機能としては，
前述の各心理検査の実施や専門機関等との連携・協力，
教育相談，両親援助などであると考えられる。各学校に
よってコーディネーターの人数や所属している校務分掌
は異なるが，各小学校で同一の業務内容が多く，少ない
人員の中でコーディネーター同士が協力し合い，しっか
りと役割・機能を果たしていると考えられる。
北方圏学術情報センター年報 Vol.9
－67－
お わ り に
本研究では，釧路管内の特別支援学級設置校25校にア
ンケート調査を実施し，特別支援学級設置校で指名され
ているコーディネーターを対象として「特別支援学級に
おけるコーディネーターの役割・機能」について調査し
たものである。特別支援教育コーディネーターの役割と
しては，校務として明確に位置づけることにより，学校
内の教職員全体の特別支援教育に対する理解のもと学校
内の協力体制を構築すると共に，関係機関との連携協力
体制の整備を図ってきている。具体的な役割として，学
校内の関係者や関係諸機関との連絡・調整及び保護者に
対する学校の窓口として機能することが期待されてい
る。
アンケート調査では，コーディネーターの人数や所属
する校務分掌，関係機関との連携について，校内外への
役割や支援についてだけでなく，使用している心理検査
や両親援助，教育相談の相談年齢層について調査するこ
とができた。地域の専門機関との連携や，保護者への相
談窓口としての支援のみならず，学級担任の相談窓口
や，各種研修会の協力等の役割と機能を果たしているこ
とが明らかとなった。
関係機関との連絡・調整の観点では，地域の特別支援
学校，放課後デイサービス，発達支援センター，医療・
福祉機関（Kクリニック等の病院），教育委員会等と連
携を行い，情報共有を図ることで，児童にとって望まし
い支援や効果的な指導を行うことができる。
特別支援学校や医療・福祉機関からは，教育相談の助
言や指導・支援に対する意見をもらうことができる。
教育委員会からは，心理検査の実施を依頼することが
でき，児童の実態把握や指導・支援に対して，とても重
要な役割を果たしてきている。
保護者に対する学校への相談窓口としての観点では，
児童のことを一番理解しているのは保護者であることか
ら，教育相談等をとおして保護者と学校で情報共有を行
い，児童への支援や指導を効果的なものにしている。両
親援助として，親の様々なストレスに関するカウンセリ
ングの実施や，特別支援教育への理解・啓発，障害によ
る種々の困難の改善・克服等の支援が行われている。こ
れらは，特別支援教育の推進に関して重要な役割でもあ
る。
小・中学校での特別支援教育コーディネーターの役
割・機能や求められる資質は，文部科学省（2012）5）の
「特別教育支援コーディネーター養成研修について～そ
の役割，資質・技能，及び養成研修の内容例～」が大変
有用である。
釧路市の周辺地域には，特別支援学校が4校（釧路養
護学校，鶴野特別支援学校，白糠養護学校，中標津高等
養護学校）あり，4校がネットワークを形成して地域のセ
ンター的機能を発揮して特別支援教育を推進している。
釧路市では，釧路教育研究センターの「特別支援教育
研究専門委員会」において，特別支援教育を進める上で
の課題や問題点について調査等を行い，課題解決に向け
た方法について研究が進められている。また，一人一人
の教育的ニーズに応じた支援の方法について研究が進め
られている。その他にも，昭和51年から釧路市の教育予
算から独自に負担して肢体不自由と情緒障害を中心に特
別支援学級に支援員を配置してきた。障害の程度や特別
支援学級の在籍人数等必要によって配置していたが，人
員には限度があるため，どの学校に配置するかが課題で
あった。市教委では，配置希望のある学校について，
「支援員をどのように活用していくのか」「活用のため
の学校体制はどのようにしていくか」等調査を行い，支
援員を有効に活用していく要望等を把握し，また巡回相
談を行った際の各学校の状況等も考慮しながら，配置校
を決定している。
今後，特別支援学級設置校に在籍する特別支援教育
コーディネーターの果たすべき役割・機能は重要なもの
になっており，釧路市の特別支援教育体制の整備・充実
が一層推進されることを期待したい。
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Special support education at the school for special needs
classes Research on the role and function of coordinator
－Around Kushiro City Elementary School－
Abstract
This research put a questionnaire survey into effect to the one the special support education coordinator of an
elementary school who establishes the special support class in Kushiro-city is doing with every kind of role or a
special support class establishment school in Kushiro-city (The expert order guidance classroom was also included.),
and considered or discussed.
When a questionnaire survey was put into effect at special support class establishment school (including the ex-
pert order guidance classroom) 25 schools in an elementary school in Kushiro-city, the school which could be col-
lected was 14 schools, and the rate of collection was 56.0%.
It was different in the role and the function a special support education coordinator is achieving at each elemen-
tary school depending on each school, but I found out that the implementation by which it’s for a psychological
check, cooperation with a specialized agency, special support school and all kinds' group organization, cooperation,
educational counseling and aid of parents (pro-support) are of primary concern.
An average of 2 coordinators were arranged at most elementary schools, and 1 coordinator was arranged by a
special support classroom soon, and it was helped reciprocally as the school which decides and does allotment of
roles of educational counseling and identical business and it was complemented each other, and the role of the coor-
dinator was promoting business, and was various. The number of people of the coordinator and the division of
school duties organization which belongs were different depending on each schools, but when a questionnaire reply
result was analyzed, there were a lot of identical active contents at each elementary school, and one between the
coordinator cooperated each other, and its role and the thing working became clear tightly in a little staff.
A key word : Special support education, special support education coordinator,
special support class establishment school (elementary school) and Kushiro-city
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